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資料-6 事業事前計画表（基本設計時） 

１．案件名 

キリバス共和国 ベシオ港修復計画基本設計調査 

２．要請の背景(協力の必要性･位置付け) 

キリバス共和国（以下、キ国）は、ギルバート、ライン、フェニックスの 3 主要諸島群とバナバ島で構成さ

れ、国土面積 810.5km2 を有し、その領海は東西 3,870km、南北 2,050km に及ぶ島嶼国である。フェニック

ス諸島は北半球、ライン諸島とギルバート諸島は赤道を跨ぎ位置し、バナバ島以外は珊瑚環礁を形成して

いる。総人口は約 87,000 人であるが、約 40,000 人が首都の位置する南タラワ地域に集中する。 

キ国政府は、第 10 次国家開発戦略（2004-07）の主要戦略として、「公共部門サービスの改善」、「社会

サービスと経済の平等な享受」を掲げている。農耕適地を有さず食料品を始め大部分の生活物資を輸入

品に依存する同国では、海上輸送施設は社会経済活動を支える生命線となっている。また、同国政府は、

首都の人口集中問題を抱え、国家戦略的に離島部への移住を促進しており、離島住民に対する社会サ

ービス提供に必須となる海上輸送手段の確保は、政府の重点課題の一つとされている。 

首都タラワに所在するベシオ港は、外貿貨物を取扱う唯一の港であり、国内各離島への物資および旅

客輸送基地としての役割を担っている。本港では、1996-2000 年の無償資金協力により新港ターミナル建

設を含む整備計画が実施されたが、2002 年 11 月末に新港護岸の部分崩壊が生じて、護岸背後の道路が

使用不能な状態となる等の問題が発生した。 

キ国政府は、国民生活にとって不可欠である港湾機能の担保を含め、社会経済活動を支える優先プロ

ジェクトとして、被災した護岸および将来的な被災が想定される施設に対する修復計画を無償資金協力と

して実施することを要請した。本無償資金協力は、新港護岸、水産桟橋取付護岸、東防波堤護岸を修復

することにより、円滑な港湾機能を維持するとともに、過去の無償資金協力で建設された冷蔵庫・総合水産

施設およびコンテナターミナルに対する被害を防止することを目的とする。 

３．プロジェクト全体計画概要 

（１） プロジェクト全体計画の目標 

南タラワおよびキ国全体の中枢港湾であるベシオ港において円滑な港湾機能の発現が維持される。 

裨益対象の範囲および規模： キ国南タラワ住民約 40,000 人（キ国人口約 87,000 人の 46%、 

出典：2002 年国勢調査） 

（２） プロジェクト全体計画の成果 

ベシオ港の既存 3 護岸（総延長 490m）が修復される。 

（３） プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 新港護岸(150m)、水産桟橋取付護岸（160m）、東防波堤護岸(180m)を修復する。 

イ 護岸背後の舗装を改修する。 

ウ 護岸背後の共同溝（送水・送油用）を改修する。 

エ 荷役機材（80t 吊クレーン）用保守部品を供与する。 

オ 対象施設修復後の維持管理を行う。 

（４） 投入（インプット） 

ア 日本側： 無償資金協力 8.35 億円 

イ キ国側： 

（ァ） 本無償資金協力案件の実施に係わる負担額 0.43 億円 

（ｲ） 本無償資金協力案件対象施設の改修後の維持管理経費 0.01 億円/年 



（５） 実施体制 

実施機関：キリバス港湾公社（KPA） 

主管官庁：通信運輸観光省（MCTTD） 

４．無償資金協力案件の内容 

（１） サイト 

キ国南タラワ、ベシオ港 

（２） 概要 

① 新港護岸において、前面消波鋼矢板形式護岸（150m）、護岸背後のコンクリート舗装（1,120m2）、L

型側溝（164m）を建設する。 

② 水産桟橋取付護岸において、前面消波形式護岸（160m）、共同溝（65m）、護岸背後のコンクリート

舗装（1400m2）を建設する。 

③ 東防波堤護岸において、控杭鋼矢板形式護岸（180m）、共同溝（90m）、護岸背後のコンクリート舗

装（1700m2）を建設する。 

④ コンテナヤード荷役機材（80t トラッククレーン）用の保守部品を調達する。 

（３） 相手国負担事項 

① 工事用仮設ヤードの提供 

② 工事期間中の KPA 所有機材の無償貸与（引船、台船） 

（４） 概算事業費 

概算事業費 8.78 億円（無償資金協力 8.35 億円、キ国側負担 0.43 億円） 

（５） 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 22 ヶ月（予定） 

（６） 貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 

① 現地からの雇用・調達を優先する。 

② 改修工事は既存の港湾敷地内で行い、追加の用地取得を避ける。 

③ 工事中の貨物輸送交通への支障等、港湾活動に対する影響を最小限に抑える。 

④  水中掘削に際しては、汚濁拡散防止膜を敷設することにより水質汚濁を最小限に抑える。 

 

５．外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標達成に関して） 

異常波浪・潮位等により修復対象護岸周辺の海象条件が変化（悪化）しない。 

 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

本案件では、無償資金協力案件「平成 9 年度ベシオ港整備計画」から得た以下の教訓を反映した。 

① 修復護岸の構造形式の選定に際しては、今次の被災において耐久性が認められた消波ブロックに

よる前面消波形式護岸を積極的に採用した。 

② 過去の案件にて、相手国負担事項の実施の遅れおよび不履行が見受けられたので、本案件の相手

国負担事項に関しては、項目、範囲、実施時期、費用等を早期の段階で通知した。 

 



 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１） プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

修復対象護岸に関して被災により波浪災害に対して脆弱化した既存護岸の耐久性が向上する。 

（２） その他の成果指標 

修復対象護岸に関して港湾公社が負担する維持補修費（2003 年実績 約 840 万円）が減少する。 

（３） 評価のタイミング 

2008 年以降（施設完工後 1 年経過後） 



 

 

 

 

 

 

 

7. 現地調査資料 

7.A 被災状況現地調査 

7.B 被災時の水位と波浪状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



キリバス国ベシオ港修復計画基本設計調査 基本設計調査報告書 

  

7A-1 

資料-7.A 被災状況現地調査 

 

A-1 現地損傷状況調査内容 
現地調査期間に実施した、下記４項目の被災状況調査の結果を記載する。 

1) 被災状況目視調査 

2) ファブリマット部削孔調査 

3) 沈下状況調査 

4) 護岸背後掘削調査 

5) HWL 時の波浪状況調査 

 

A-2 被災状況目視調査 
1996－2000 年の無償資金協力事業により実施した新港護岸部と共に、事業対象外の水産桟橋取

付護岸、東防波堤護岸、旧港側の西防波堤護岸についても目視調査を実施した。これらの被災状況

をまとめたものを図A-2-1～A-2-3に示す。図A-2-1は、新港護岸部のうちのファブリマット護岸におけ

る損傷状況、図 A-2-2 は水産桟橋及び東防波堤護岸部周辺の損傷状況、図 A-2-3 は西防波堤護岸

部周辺の損傷状況を示す。 

A-2-1 新港護岸部 （図 A-2-1） 

新港護岸部は延長 150m であり、このうち西側のファブリマット護岸部が100m、東側の消波ブロック護

岸部が 50m である。現地調査では、150m 区間を 10m 毎のスパンに分け、西側から No.1～No.10（ファ

ブリマット形状護岸部）、No.11～15（消波ブロック護岸形状部）の測点を設けた。調査により判明した主

な観測結果は下記のとおり。 

a) ファブリマット形式の護岸の内、コンクリートマットの崩壊･剥離まで生じている損傷の激しいス

パンは、No.1～2、No.4～5、No.7、及びNo.10である。ここでは、平均水面付近から下側にコン

クリートマットの崩壊、剥離が生じている。また、裏込材のサンゴ塊及び補修対策として用いら

れた袋詰めコンクリートが、前面の海底に散乱している（写真 A-2-1 ①参照）。 

b) ファブリマット法肩部では、ほぼ全域にわたって亀裂が生じている（写真 A-2-1 ②参照）。法肩

部の亀裂については、少なくとも大規模な崩壊（2002年11月）の1年前から認められたことが、

港湾局からのヒアリング結果より得られた。 

c) 潜水調査の結果、この崩壊面の内側には裏込材のサンゴ塊流出に伴い、奥行 1m～3m 程度

の空洞が生じていることを確認した（写真 A-2-1 ③参照）。崩壊部では、裏込材が常に波浪に

曝されているため、裏込石及びその背後の土砂は、現在も引き続きの流出しているものと推測

される。 

d) 法尻部では根固用布団籠が散乱し、一部の布団籠の下側に高さ 30～50 cm 程度の隙間が生

じていた。 
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e) No.1～2 付近では、他の測点では見られない顕著な砂の堆積が観測された。この砂地盤に

は、顕著な砂れんによる凹凸が見られ、その高さは 50 cm 程度であった。この状況からは、法

尻部での重複波の形成、それに伴う洗掘の可能性が考えられる。 

f) No.1～2 付近は、他の地点に比べて天端面の苔の付着が著しい。これは波の遡上頻度が他

の地点に比べて顕著であることを裏付けるものである。また、他の地点に比べて越波が顕著で

あり、時折背面道路側まで越流する。背面道路は舗装されていなかったため、越波による土砂

の流出が頻繁に生ずる No.1～3 にかけては、港湾公社は一部でコンクリート舗装を行った。し

かし、未舗装面での地盤の低下が見られることから、依然として越波による土砂流出が生じて

いると想定される（写真 A-2-1 ④参照）。尚、No.2～3 付近のパラペットの下端部付近では、前

面の波の位相変化に応答した空気の噴出が認められた。これは、前面側からパラペット背後

側まで空気が通り抜ける空隙が存在することを示唆するものである。 

g) 消波ブロック形式護岸の No.11～15 測点では、特に消波ブロックの損傷及び沈下等は見られ

ない。潜水観測において、法尻部の根固め用布団籠に多少の変動が認められたが、ブロック

はほぼ移動していない事が確認された（写真 A-2-1 ⑤参照）。この事実から判断し、消波ブロ

ック護岸部では、極端な海底地形の変動や、洗掘の可能性は少ないといえる。 

h) 消波ブロックには特に損傷は見られないが、法肩部のブロック下層に用いられている布団籠の

一部に、表面の金網及び防砂シートの一部破損、それに伴う中詰材のサンゴ塊の一部流出が

見られた（写真 A-2-1 ⑥参照）。また全体として、布団籠の枠材として用いている鋼材の腐食

が顕著である。そのため、今後数年の内には更なる金網、ネットの破損、それに伴う中詰材の

流出が生じ、これによる構造全体の変形が生じる可能性が高いと考えられる。 

i) パラペットコンクリートは、10m 毎のスパンで打設されているが、ファブリマット護岸区間では、す

べてのスパンで中央部の水抜き孔付近にひび割れが生じている（写真 A-2-1 ⑦⑧参照）。こ

のひび割れは、その形状から判断し、曲げ破壊により生じたものと推定される。最も顕著なひ

び割れは No.2 から No.3 付近で生じており、そのひび割れ幅は 10mm 程度である。これらの顕

著なひび割れと、前面ファブリマットの損傷箇所とが位置的にほぼ一致していることから、護岸

崩壊による裏込材の流出に伴う局所的な沈下と、それにより発生した応力集中によるものと考

えられる。尚、現地ヒアリング結果より、このひび割れ状況は徐々に拡大している。 
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図 A-2-1 ファブリマット護岸部の損傷状況 
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① 裏込石散乱状況（No.4 付近） 

 

 
② 法肩部の亀裂（No.10 付近） 

 

 
③ 裏込石流出状況 

 

 
④ 道路の補修（No.1～3 付近） 

 

 
⑤ 消波ブロック形状護岸 

 

 
⑥ ブロック下の布団籠損傷状況 

 

 
⑦ パラペットひび割れ状況（陸側） 

 

 
⑧ パラペットひび割れ状況（海側） 

 

 
写真 A-2-1 新港護岸部の状況 
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A-2-2 水産桟橋護岸～東防波堤護岸 （図 A-2-2） 

水産桟橋取付護岸及び旧港側に伸びる東防波堤護岸の、目視観測による現況を下記に示す。 

a) 北側に面する水産桟橋護岸の鋼矢板のほとんどが、腐食による 10～30 cm 大の腐食穴が

LWL 付近に見られ、背面地盤からの海水及び裏込土が流出入しており、エプロンコンクリート

の沈下を来たしている。 

b) 鋼矢板上部のｺｰﾋﾟﾝｸﾞは、北側部分の 7～8 割程度で剥離している。 

c) 西側部分の鋼矢板においても、4 ヶ所で 20～40 cm 大の腐食孔が生じている。また鋼矢板護

岸と袋詰コンクリートによる東防波堤護岸との境部に位置するコンクリートブロック護岸（1970 年

代に建設）の下層部では、コンクリートが剥がれ落ち、内部の鉄筋が露出している。 

d) 2000 年に完成した総合水産施設建設では、エプロンコンクリート舗装が行われたが、既に背

面土砂の吸出しによると思われる 20 cm 程度の陥没が生じている。この陥没は、2003 年 12 月

に実施された本計画の予備調査時点では生じていなかった。また、この地点以外にもエプロン

コンクリート部の沈下、及び土砂の流出が数ヶ所で観察された。 

e) 延長 610m を有する東防波堤護岸部は、袋詰めコンクリートによる傾斜護岸であり、当初の建

設は 1960 年に行われた。斜面の所々で袋詰めコンクリートの離脱が見られ、また下層部では

袋詰めコンクリートの隙間や一部崩壊面から背後の土砂の流出が生じている。 
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図 A-2-2 水産桟橋及び東モールの損傷状況 



キリバス国ベシオ港修復計画基本設計調査 基本設計調査報告書 

  

7A-7 

A-2-3 旧港西防波堤護岸（図 A-2-3） 

西防波堤護岸の被災は際だっており、特に西側面での損傷が激しい。被災の状況を、下記に詳述

する。 

a) 沖側の西側面の護岸は、そのほとんどが原型を留めることができないほど崩壊している。な

お、2003 年 12 月の予備調査時との写真比較から、この半年間でさらに崩壊が進んだ様子が

見られる。 

b) 西側面の旧護岸内側に作られた護岸（サンゴ塊をセメントで固めたもの）も、これまでに度々被

災を受けていたため、2003～2004 年にかけて修復を行った。しかし、既に一部の区間（長さ

8m 程度）で崩壊が生じている。 

c) 護岸内側の土砂の流出も激しく、特に西防波堤護岸前面部の約 30m 区間では、中詰め土砂

のほとんどは既に流出し、袋詰めコンクリート 2 列による直立護岸壁がかろうじて存在している

状態である。この中詰め砂の大量流出は、ファブリマット護岸被災時と同じ 2002年 12 月に生じ

たが、予備調査時の 2003 年 12 月時点の写真から判断すると、その後も流出が続いた結果、

現在はほとんど消失している。先端部を取り巻く直立護岸も、既に 3 ヶ所程度で空洞が見ら

れ、背後への海水の流入が生じている。 

d) 西防波堤護岸東側（旧港航路側）においても、東防波堤護岸と同様、袋詰めコンクリートの一

部離脱、下層部からの土砂流出、天端付近での崩壊が生じている。ここでも、港湾公社により

度々補修が行われている。 
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A-3 ファブリマット削孔調査 
ファブリマット護岸部での裏込材の流出状況を確認するために、天端面及び斜面部での削孔を行い、

内部の状況を観察した。削孔は、天端面については9ヶ所、斜面部についてはマットの崩壊が生じてい

ないスパンのうちの 4 ヶ所の計13 ヶ所で実施した。また、コンテナーヤード背後の取付道路護岸部にお

いても 2 地点で、法肩付近及び法尻付近の 2 ヶ所、計 4 ヶ所で削孔調査を実施した。それらの結果を

まとめたものが図 A-3-1 である。調査結果を以下に示す。 

a) ファブリマット下側は、図A-3-1に示すように表層から、ファブリマット → 防砂ｼｰﾄ → 不陸調

整用敷砂 → 裏込石（5～20kg/個のサンゴ塊）で構成されている。尚、背後の取付道路護岸

部では裏込材として袋セメントを用いている。不陸調整用敷砂は、裏込石の凹凸による防砂ｼ

ｰﾄ及びファブリマットの損傷を防ぐために、施工上用いられた。 

b) 被災した新港護岸部では、削孔部すべての箇所で敷砂は流出しており、防砂ｼｰﾄの直下に

は、裏込材のサンゴ塊が見られた。 

ファブリマット

防砂シート

不陸調整用敷砂

裏込石（サンゴ塊）
 

図 A-3-1 ファブリマット下の構成材（新港護岸部） 

 

c) このサンゴ塊は様々な形状を有するため、各個別の石の間には空隙が存在する。マットの崩

壊が生じていない箇所ではサンゴ塊はマットの下層面にほぼ接して詰まっており、特に流出し

ている様子は見られなかった。一方、前面でマットが崩壊している箇所では、明らかにサンゴ塊

が流出した結果と見られる顕著な隙間が生じている箇所が見られた。特に、最も顕著な被災が

生じた No.5 では、天端上の孔においても、奥行 70 cm 程度の隙間が生じていた。 

d) 削孔後の孔では、前面の水位変動に応じて激しい空気の噴出入が生じていた。 

また、HWL 時にはこの孔から激しく海水が吹き上げていた。観測結果から、マットの有無にか

かわらず、ファブリマット裏側においても前面側の水位変動が伝達していること判明した。 

e) 特に問題の生じていない東側取付護岸部では、2 ヶ所とも法肩及び法尻付近の双方でマット

の下には調整用敷砂が存在し、さらに下側 20 cm 程度では、裏込材の袋セメントが現れた。 
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A-4 沈下状況測量 
図 A-4-1 は、パラペット天端面及びファブリマット護岸天端面の各スパン間での相対的な高さの違い

を示す。レベル測量は各スパン間で、両端部及び中央部の計 3 ヶ所で計測した。縦軸は、それぞれの

レベルの平均値からの差を示す。この結果から、ファブリマットの天端高の変動と崩壊箇所とは相関関

係が見られ、崩壊箇所では顕著な変動を示している。特に崩壊の顕著な No.3～4 付近では、極端な高

さの違いが見られ、その境界付近では明らかな沈下傾向が見られる。パラペット部については、ファブリ

マットに見られるほどの顕著な変化はないものの、No.3～4 付近ではファブリマットとほぼ対応する変動

を示している。詳細な沈下状況の推定は難しいが、マットの崩壊に伴うマット天端高が変動していること、

及び No.3～4 付近では明らかに沈下傾向であることが示された。 
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図 A-3-1 レベル測量結果（ファブリマット天端面及びパラペット天端面） 

 

A-5 掘削調査 
背後の埋立土砂の流出、吸出し状況を確認するため、新港護岸の背面道路部において掘削調査を

実施した。掘削は小型タイヤバックホーを用い、護岸背後の道路部の土砂を、幅 1m 程度・深さ約 1.7m

程度まで掘削した。掘削箇所は、ファブリマット護岸が崩壊している 4 ヶ所（No.1、No.5、No.7、及び

No.9 付近）とした。 

 

調査に用いたタイヤバックホー 掘削状況 

写真 A-5-1 掘削調査状況 
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［No.1 付近］ 

最も道路部での土砂流出が顕著なところであるため、港湾公社が路面をコンクリートにより（No.1～

No.3）補強工事を行った箇所である。コンクリートの下端面と裏込土砂との間に、1～2cm 程度の隙間が

生じているとともに、裏込石の間にある空隙が確認された。 

 
掘削状況 

 
コンクリート下面での隙間 

写真 A-1-3  No.1 調査状況 

［No. 5 付近］ 

表面の一部に薄いコンクリートが見られる。そのコンクリート面の下側で、ファブリマット端部付近に大

きな空洞が観察された。この空洞の大きさは、高さ 50cm 程度、幅 1m 程度、奥行 1m 程度である。 

 
付近の状況 

 
パラペット際の空洞 

写真 A-5-2  No.5 調査状況 

［No.7 付近］ 

この区間では、特に空洞･空隙は観察されなかった。 

 
付近の様子① 

 
付近の様子② 

写真 A-5-3  No.7 調査状況 
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［No.9 付近］ 

パラペット際に、顕著な空洞が存在する。空洞の大きさは、高さ 30cm 程度、幅 50cm 程度、奥行 1m

程度であった。この空洞の直上にはパラペットの排水孔が存在する。また、空洞脇のファブリマット端部

の下面には、10cm 程度の隙間が存在する。 

 

 
付近の空洞 

 
ファブリマット下面での隙間 

写真 A-5-4  No.9 調査状況 

 

掘削調査結果の考察は以下のとおり。 

今回掘削した箇所のうち、最も頻繁に背後の土砂が洗掘している箇所は No.1 付近であるが、ここで

は、表面のコンクリート補修部の下面に 1～2cm 程度の隙間が生じていたものの、特に目立った空洞は

生じていなかった。ただし、土砂の吸い出しが生じていないとは断定できない。すなわち、ここでは高潮

時に度々越波が生じ、比較的頻繁に土砂を追加で埋戻しているため、表層が他の地点に比べて締め

固まっておらず、越流水の浸透による。土中の空洞ができにくい反面、流出した土砂分だけ表層が沈

下していると想定される。 

顕著な空洞が見られたのは、No.5 付近及び No.9 付近のファブリマット崩壊部の背面側であった。両

地点とも、空洞のすぐ近傍にパラペットの排水孔が存在すること、また空洞がファブリマット端部で生じ

ていることから、水抜き穴から進入した海水のみずみちとなっており、その付近の土砂が土中から海側

への浸透戻り流れとともに、吸い出された可能性が想定される。 

ファブリマットが大規模に崩壊している背後の一部を除けば、道路部及びコンテナーヤード部まで至

る埋立土砂の大量流出は、現在までのところ生じていないことが確認された。一方、ファブリマット崩壊

部では、限定された範囲内で埋立土砂流出による空洞が見られ、今後も拡大していくと予測される。現

在は目立った空洞が見られなかった箇所についても、ファブリマットの法尻部からの土砂流出により、長

期的には埋立土砂が吸い出される懸念が想定される。 
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A-6 HWL 時の波浪状況及び削孔部の状況 
現地調査期間中の 2004 年 8 月 30 日が大潮時であったため、波浪状況を観察した。その状況を写

真 A-1-7 に示す。観測時間は 17:00 頃であり、その際の実測潮位は+2.61m（DL+1.87m）であった。 

①は、No.1 付近での波の越波状況を示す。この際の潮位は大潮時ではあるものの、過去の最高潮

位（1997 年 3 月に観測された+2.97m）より 36cm 低い。波浪条件については、特に時化ているわけでも

なかったが顕著な越波が生じていた。越波は No.1～2 付近のみで生じ、越流水は背後の道路部のコン

クリート部から未舗装部へ浸透していた。 

②はその付近の様子であるが、コンクリート補修部と未舗装部との境からは、波の位相変動に応じて

海水が噴出しており、コンクリート舗装部下面での裏込め石の空隙を介し、背後まで海水が進入してい

ることが確認された。 

③は、今回の削孔部の様子を示したものである。すべての削孔部で波の位相変動に対応し、海水の

噴出が認められた。ただし、その噴出状況には違いが見られ、崩壊面の存在する測点での削孔部から

の噴出高は、崩壊していない測点での削孔部からの噴出高に比べて著しかった。これより、前面が崩

壊している箇所は、崩壊していない箇所に比べ、背面側に直接的に波が進入していることがわかる。 

 

 
① 越波状況（No.1 付近） 

 

 
② 道路部からの海水の噴出（No.1 付近） 

 
③ 削孔部からの海水の噴出 

 

写真 A-6-1 HWL 時の状況 （2004 年 8月 30 日） 
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資料-7.B 被災時の水位と波浪状況 

 

B-1 水位条件 

図 B-1-1 は、被災時前後の予測と実測の水位変化及び両者の差を示したものである。西寄りの強

風が生じた 11 月 29 日から 12 月 6 日にかけては、ラグーン内での吹き寄せ等の影響によるものと考

えられる水位値の上昇が見られる。この間の最高水位は、12 月 3 日に記録した+2.88 m であった。 
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出典） South Pacific Sea Level and Climate Monitoring Project 

 

図 B-1-1 被災時前後の潮位の実測値と予測値および両者の差 
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ファブリマット護岸部施工後の 1999 年から、被災が生じた 2002 年 12 月までの期間のうち、被災時

と同程度（+2.83 m）以上の水位の出現日数を抽出し、その時の風況と併せて示したものが表 B-1-1

である。この表から分かるように、高水位時に西寄りの強風が同時に出現したのは、工事完成後では

2002 年 9 月 5 日～8 日及び 10 月 4 日～9 日にかけての期間のみである。 

 

表 B-1-1  高水位出現日と風況との関係（1999 年～2002 年） 

風速 風速 

年 月日 水位 風向 平均

(m/s)

最大

(m/s)

年 月日 水位 風向 平均

(m/s)

最大

(m/s)

11 月 23 日 2.83 3 月 27 日 2.89 

11 月 24 日 2.89 3 月 28 日 2.92 

11 月 25 日 2.85 

E 5.7 9.8

3 月 29 日 2.91 
1999 

1 月 22 日 2.85 E 3.3 5.1 3 月 30 日 2.85 

E～S～

SW～SE 
4.8 9.9

2 月 19 日 2.83 5 月 26 日 2.83 E 2.4 4.5

2 月 20 日 2.80 
E 8.7 10.8

7 月 11 日 2.84 

7 月 31 日 2.81 7 月 12 日 2.80 
S 2.4 4.5

8 月 1 日 2.83 
E 2.8 4.1

8 月 8 日 2.87 

8 月 29 日 2.87 8 月 9 日 2.86 

8 月 30 日 2.80 
SE 1.8 4.1

8 月 10 日 2.96 

12 月 11 日 2.81 8 月 11 日 2.88 

S～E～

NE 
3.6 8

12 月 12 日 2.85 
SE 4.1 6.2

9 月 5 日 2.80 

2000 

1 月 9 日 2.83 9 月 6 日 2.93 

1 月 10 日 2.83 9 月 7 日 2.95 

W 

5.3 11.1

1 月 11 日 2.84 

E 8.8 10.5

9 月 8 日 2.90  

2 月 8 日 2.86 10 月 4 日 2.87 

2 月 9 日 2.84 
E 6.8 8.5

10 月 5 日 2.90 

3 月 8 日 2.82 10 月 6 日 2.92 

3 月 9 日 2.87 10 月 7 日 2.93 

3 月 10 日 2.86 10 月 8 日 2.88 

3 月 11 日 2.80 

E～SE 6 11.5

10 月 9 日 2.83 

W～NW

～N 
5.8 12

8 月 18 日 2.81 11 月 4 日 2.90 

8 月 19 日 2.86 11 月 5 日 2.92 

8 月 20 日 2.90 

E 4.4 9.2

11 月 6 日 2.88 

E～SE 2.9 7.3

9 月 16 日 2.87 11 月 29 日 2.40 

9 月 17 日 2.94 11 月 30 日 2.55 

9 月 18 日 2.84 

E 4.2 6.3

12 月 1 日 2.71 

W 

10 月 17 日 2.83 12 月 2 日 2.78 

2001 

10 月 18 日 2.81 
E 2.9 6.6

12 月 3 日 2.88 

1 月 1 日 2.85 - 2.2 4.7 12 月 4 日 2.87 

1 月 29 日 2.85 

2002

12 月 5 日 2.85 

NW 

7.2 17.1

1 月 30 日 2.87 
NE 4.1 7.5

   

2 月 26 日 2.82    

2 月 27 日 2.87    

2 月 28 日 2.90   

2002 

3 月 1 日 2.89 

NE～E 4.3 9.7

  

出典） South Pacific Sea Level and Climate Monitoring Project 
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B-2 波浪条件 

被災時の 2002 年 11 月末は、西寄りの風が長時間にわたって吹き、その際の吹送時間は 44 時間

と極端に長かった。 

被災時の波浪は、西寄りの強風と高水位時の重なったときにリーフ外から進入する波浪であり、そ

の際に発生した波浪を以下に推定する。推定に当っては、リーフ外からの進入波については、リーフ

外での沖波波高を SMB 法により求め、その後にリーフ上の伝達波高を高山の方法を用いた。想定し

た波浪推算の設定条件を以下に示す。 

 

表 B-2-1 被災時波浪推定計算条件 

項目 設定条件 

風速 10m/s 以上の出現期間 2002 年 11 月 29 日 AM5:00～2002 年 12 月 1 日 0:00 

 〃 継続時間 44 時間 

平均風速 11 m/sec 

リーフエッジ付近の平均水深 -1.5 m 

潮位 +2.88 (DL+2.14) 

リーフエッジから対象地点までの距離 2,700 m 

 

上記で想定した条件を用いて推定された堤前波高（H1/3）は、0.77m となり、既存施設に対して設

定された設計波高 （H1/3＝1.54m、T1/3＝4～5s）に比べて小さい結果となった。 

 

表 B-2-2 計算結果 

Ho (m) 2.70 
沖   波 

To (m) 7.00 

H1/3 (m) 0.77 

Hmax (m) 1.38 堤前波高 

周期 T1/3 (m) 7.00 
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資料-8 参考資料/入手資料リスト 

 

調査名：キリバス共和国ベシオ港修復計画基本設計調査 

番号 名 称 

形態 

（図書、ビデオ、

地図、写真等） 

オリジナル

/コピー 
発行機関 発行年 

1 Kiribati Statistical Yearbook 2002 図書 オリジナル Ministry of Finance, Statistics Office 2002 

2 Laws of the Gilbert Islands, Revised Edition 1998 図書 コピー 不詳 1998 

3 National Conditions of Service 2003 Edition 電子ファイル コピー 不詳 2003 

4 1947 年～2003 年の気温、降雨データ 電子ファイル コピー Betio Metrological Center  - 

5 タラワ島航空写真（1998 年撮影） 電子ファイル コピー Ministry of Environment, Land and Agriculture 

Development 

1998 

6      

7      

8      

9      
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